先端設備等に係る固定資産税の課税標準の特例適用申請書

　

令和　　年　　月　　日

　　井原市長　あて
	申請者
	住　所
（所在地）
	
	

	
	氏　名
（名　称）
	
	


下記のとおり先端設備等導入計画に基づき先端設備等導入したので、地方税法附則第１５条旧第４１項又は同法附則第６４条に規定する課税標準の特例措置の適用を受けたく申請します。

記
	資産の所在
	井原市　　　　　町　　　　　　　　　番地


〈償却資産〉
	№
	資産の種類（該当するものに○）
	資産の名称
	導入年月
	取得価額
	耐用年数

	１
	・機械装置・工具・器具備品
・建物付帯設備・構築物
	
	令和
・
	円
	年

	２
	・機械装置・工具・器具備品
・建物付帯設備・構築物
	
	令和
・
	円
	年

	３
	・機械装置・工具・器具備品
・建物付帯設備・構築物
	
	令和
・
	円
	年

	４
	・機械装置・工具・器具備品
・建物付帯設備・構築物
	
	令和
・
	円
	年

	５
	・機械装置・工具・器具備品
・建物付帯設備・構築物
	
	令和
・
	円
	年


〈事業用家屋〉
	№
	家屋番号
	導入時期
（建築年月）
	取得価額
	種類・構造
	床面積（㎡）
	併用住宅の場合
うち事業割合

	１
	
	令和
・
	円
	
	㎡
	㎡

	
	
	
	
	
	
	％

	２
	
	令和
・
	円
	
	㎡
	㎡

	
	
	
	
	
	
	％


〈添付書類〉
①先端設備等導入計画に係る認定書（写）

②先端設備等導入計画に係る認定申請書（写）

③工業会等による先端設備等に係る仕様書等証明書（写）
④経営革新等支援機関確認書（写）
⑤【リース会社が特例を利用する場合】リース契約書（写）、固定資産税軽減計算書（写）
⑥【事業用家屋に関する書類】建築確認済証（写）、建物の見取り図、先端設備の位置図
⑦その他必要と認められる書類
